
別紙様式2-1(処遇改善加算 総括表 )
介護職員等処遇改善加算 処遇改善計画書 (令和7年度 )

1基本情報

2賃 金改善計画 :加算額以上の賃金改善について (全体 )
令和7年度に賃金改善が必要な額と賃金改善の見込額

① 令和7年度の加算の見込額 47,076,168 円

② 禦 臭宅電宅習諄 維 鵡
度帳 蝕

ト
0 円

③貧磁羅審炉讐尉蕨曇翡遷負争看:|あ
る加算の 47,076,168 円

令和7年度の賃金改善の見込額
④ (③の額以上となること。介護人材確保・職場環境
改善等事業から人件費に充てた額を除く。) ,

471,000,000 円

【記入上の注意】

・ 介護現場で働く方々にとって、令和6年度に25。/6、 令和7年度に200/6の ベースアップヘとつながるよう、令和6年度分の加算額の全額を令和6年度内の賃金改善
に充てることは求めず、介護サーどス事業者等の判断により、その一部を令和7年度に繰り越して賃金改善に充てることを認めている。令和7年度に繰り越す予

定の額を(b)に記載すること。また、繰越分は全額令和7年度の賃金改善に充て、期間中に事業所が休廃上した場合には、必ず一時金等により介護職員その他
の職員の賃金として配分すること。

・ (d】こは、令和6年度からの繰り越し分(b)の配分を含め、令和7年度に実施する賃金改善の見込額を計算し、記入すること。

その際、加算による賃金改善を行つた場合の法定福利費等の事業主負担の増加分を含めることができる。

3介 護職員等処遇改善加算の要件について
(1)月額賃金改善要件 I(処遇改善加算Vの 1/2以上の月額賃金改善)【処遇改善加算 I～Ⅳ】

【記入上の注意】
・ 令和7年 4月 以降の処遇改善加算の配分方法のうち、基本給等(基本給又は決まって毎月支払われる手当)で行つている賃金改善の総額を記入してください。

(2)月 額賃金改善要件Ⅱ(1日ペア加算相当の2/3以上の新規の月額賃金改善)【処遇改善加算 I～Ⅳ】
※令和7年 3月 時点で処遇改善加算 V(1)日 (3)・ (5)H(6)・ (3)・ (10)・ (11)'(12)・ (14)を算定していた事業所のみ

↑
　　　　　　↑

福岡県煎

フリガナ

法人名

法人所在地

一Ｔ 814-165

福岡県福岡市早良区次郎丸5丁目7番9号

フリカナ

書類作成担当者

サノ ユカ

佐野 由香

連絡先 電話番号 73-1801 E―mail  lysanO@kurodaseikei org

別紙様式22「①月額賃金改善要件 I」の欄から転記

16,271,856 円① 令和7年度の処遇改善加算Ⅳ相当の見込額の1/2

31,600,000②喜留ヱ考屋
の
隅藉 賊諄 rの

うち、月額賃金改
円

別紙様式2-2「②月額賃金改善要件Ⅱ」の欄から転記

(3)キャリアパス要件 I」 亜(任用要件・賃金体系の整備等、研修の実施等)【処遇改善加算 I～Ⅳ】

別紙様式2-2「③・④キヤリアパス要件 I・ Ц」の欄から転記(詳しい要件の内容は参考シートを参照) 鰤 ヨ

(4)キャリアパス要件Ⅲ(昇給の仕組みの整備等)【処遇改善加算 I～Ⅲ】

別紙様式2-2「⑤キャリアパス要件Ⅲ」の欄から転記(詳しい要件の内容は参考シートを参照) 翻

(5)キャリアパス要件Ⅳ (改善後の賃金要件)【処遇改善加算 I・ Ⅱ】

別紙様式2-2「⑥キャリアパス要件Ⅳ」の欄から転記 嘲

(6[塾ャリアパス要件V(介護福祉士等の配置要件)【処遇改善加算 I】

(7)職場環境等要件 【処遇改善加算 I～Ⅳ】

介護人材確保・職場環境改善等補助金
令和7年度中の職場環境等要件の適用

の要件を満たしており、補助金を申請予定又は申請済であるため、
が猶予される。

補助金を申請予定でない場合、各加算区分の算定に必要な令和7年度中の職場環境等要件を満たす
※こちらを選択する場合には、下記の職場環境等要件の表にチェックをしてください。



【処遇改善加算二・Ⅱ】
→・届出に係る計画の期間中に実施する事項について、チェック(ア )する又は令和7年度中に要件整備を行う誓約をすること(
・「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を
含む心身の健康管理」及び「やりがい。働きがいの醸成」の区分ごとに2以上の取組を実施すること。
・「生産性向上のための取組」のうち3以上の取組(うち①又は①は必須)を実施すること。

【処遇改善加算Ⅲ・V】
⇒・届出に係る計画の期間中に実施する事項について、チェック(ア )する又は令和7年度中に要件整備を行う誓約をすること(
・「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を
含む心身の健康管理」及び「やりがい・働きがいの醸成」の区分ごとに1以上を実施すること。
・「生産性向上のための取組」のうち2以上の取組を実施すること。

区分 内容

入職促進に

向けた取組

/

/

γ

Э法人や事業所の経管理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築

③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕組みの構築(採用の実績でも可)

④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施/

資質の向上
やキヤリア
アップに
向けた支援

7

/

⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技術を取得しようとする者に対するユニット
リーダー研修、ファーストステップ研修、喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援等

③研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動

Эエルダー・メンター(仕事やメンタル面のサポート等をする担当者)制度等導入

③上位者・担当者等によるキャリア画談など、キャリアアップ・働き方等に関する定期的な相談の機会の確保/

両立支援

多様な

働き方の

推進

/

/

③子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整備

①職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等
の整備

③有給休暇を取得しやすい雰囲気・意識作りのため、具体的な取得目標(例えば、1週間以上の体暇を年に●回取得、付与日数のうち●%以
上を取得)を定めた上で、取得状況を定期的に確認し、身近な上司等からの積極的な声かけを行つている

⑫有給休暇の取得促進のため、情報共有や複数担当制等により、業務の属人化の解消、業務配分の偏りの解消を行つている/

腰痛を
含む
心身の

健康管理

Э業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓日の設置等相談体制の充実

9短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のための休憩室の設置等健康管理対策の実施

9介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、職員に対する腰痛対策の研修、管理者に対する雇用管理改善の研修等の実施

③事故・トラブルヘの対応マニュアル等の作成等の体制の整備

7

γ

生産性
向上のため
の取組

9厚生労働省が示している「生産性向上ガイドライン」に基づき、業務改善活動の体制構築(委員会やプロジェクトテームの立ち上げ、外部の研
,多会の活用等)を行つている

③現場の課題の見える化(課題の抽出、課題の構造化、業務時間調査の実施等)を実施している

③5S活動(業務管理の手法の1つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとつたもの)等の実践による職場環境の整備を行つている

④業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減を行つている

ぞ)介護ソフト(記録、情報共有、請求業務転記が不要なもの。)、情報端末(タブレット端末、スマートフオン端末等)の導入

Э介護ロボット(見守り支援、移乗支援、移動支援、排泄支援、入浴支援、介護業務支援等)又はインカム等の職員間の連絡調整の迅速化に資
するICT機器(ビジネスチャットツール含む)の導入

Э業務内容の明確化と役割分担を行い、介護職員がケアに集中できる環境を整備。特に、間接業務(食事等の準備や片付け、清掃、ベッドメイ
ク、ゴミ捨て等)がある場合は、いわゆる介護助手等の活用や外注等で担うなど、役割の見直しやシフトの組み換え等を行う。

Э各種委員会の共同設置、各種指針・計画の共同策定、物品の共同購入等の事務処理部門の条約、共同で行うICTインフラの整備、人事管理

システムや福利厚生システム等の共通化等、協働化を通じた職場環境の改善に向けた取組の実施

/

/

/

/

7

やりんヾい

働きがい

の醸成

/ Эミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善

④地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施

Э利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供

Эケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供

V″



見える化要件 【処遇改善加算 I・ I】

・ 実施する周知方法について、チェック(ア )すること。なお、令和7年度中の見込みでも差し支えない。

4要件を満たすことの確認・証明
・ 以下の点を確認し、満たしている項目に全てチェック(ア )すること。

※ 各証明資料は、指定権者からの求めがあった場合には、速やかに提出すること。
※ 本様式への虚偽記載のほか、処遇改善加算の請求に関して不正があった場合及び指定権者からの求めに応じて書類の提出を行うことができ
なかつた場合は、介護報酬の返還や指定取消となる場合がある。

(確認用)提 出前のチェックリスト
・ 以下の項目にオレンジ色の「 X」がないか、提出前に確認すること。「X」がある場合、当該項目の記載を修正すること。
※ 空桐が表示される項目は、記入が不要であるため対応する必要はない。

∃

∃

ホームページ
ヘの掲載

職場環境等要件の28項 目のうち、実施する取組項目の「介護サービス情報公表システム」(「事業所の特色」欄)での選択

職場環境等要件の28項 目のうち、実施する取組項目の自社のホームページヘの掲載

確認事項
説明する資料の例
(指定権者からの求めに応
して提出)

コ
処遇改善加算として給付される額は、職員の賃金改善のために全額支出します。
また、処遇改善加算による賃金改善以外の部分で賃金水準を引き下げません。

就業規則、給与規程、
給与明細等

コ

一　

コ

令和7年度に繰り越す予定の額(2② )がある場合は、全額、令和7年度の賃金改善に充てます。
期間中に事業所が休廃上した場合には、一時金等により介護職員その他の職員の賃金として配分します。

就業規則、給与規程、
給与明細等

キャリアパス要件 I～Ⅱのうち、満たす必要のある項目について、証明となる書面を作成し、職員に周知しま
した。また、計画書の提出時点で書面の準備ができていない場合は、令和7年度中(令和8年 3月 末まで)1こ
書面を整備します。

就業規則、給与規程、
資質向上のための計画等

∃
労働基準法、労働災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令
に違反し、罰金以上の刑に処せられていません。

コ 労働保険料の納付が適正に行われています。
芽働株瞑関係属ヱ層、
確定保険料申告書

コ 本計画書の内容及び賃金改善の方法を雇用する全ての職員に対して周知しました。 会議録、周知文書

コ
指定権者のホームページ等で申請先を確認しており、処遇改善加算の提出先として案内のあった申請先に

提出します。

本処遇改善計画書の記載内容。確認事項の内容に間違いがないこと及び
記載内容を証明する資料を適切に保管することを誓約します。

令和  7 年 4 月 11 日  法人名 医療法人 康整会
代表者  職名 理事長    氏名 黒田 大輔

||||:|

2 百苓 顔警
=r ttに
つい【

令和7年度に繰り越す予定の額を含む、令和7年度の賃金改善が必要な額以上の賃金改善を行う計画となっていること

ついて

Ⅱ 旧ベースアップ等加算相当の2/3以上の新規の月額賃金改善を行う計画になっていること

キヤリアパス要件 I(任用要件・賃金体系の整備等)とキャリアパス要件Ⅱ(研修の実施等)の両方を満たす
こと。ただし、満たさない場合は、令和7年度中(令和8年 3月末まで)に介護職員の任用要件・賃金体系を
定めること及び研修等に係る計画を策定し、研修の実施又は研修機会の確保を行うことを誓約していること

⑤キヤl)アパス要件Ⅳ路 がま電碧鴇f爪鏑潰鞘 誌雛鰈赳
わな計剛難つ4るこh

件を満たしていること

情報公表システム等での見える化要件を満たすこと

1/2以上の月 て し

月

(6)

(7)

(4) キヤリアパス要件Ⅲ
ただし、

(3)キャリアパス要件 I・ Ⅱ

月額賃金改善要件 I

キヤリアパス要件V(介護福祉士等の配置要件)を満たすことキャリアパス要件V

職場環境等要件

(1)

(2)

和8年 3月末まで)に昇給の仕組みを整備することを誓約していること
′ 7

4要件を満たす 証明

・ 誓約・記名が行われていること
て し と


